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リニア中央新幹線の開業により，東京，名古屋，大阪を結ぶ巨大都市圏が形成され，経済のさらなる発

展が期待されている．一方で，リニア中央新幹線と競合する航空への影響や，三大都市圏以外の地方都市

における衰退が懸念される．本研究では，空間的応用一般均衡（SCGE）モデルを用いて，リニア中央新

幹線開業の経済波及的な効果を計測した．さらに，航空に着目し，リニア開業が航空市場に与える影響を

明らかにするとともに，空港施設市場を考慮した分析を行い，航空サービス価格の低下による経済波及的

効果を計測した． 
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1. はじめに 

 

2027年の開業を目指し，リニア中央新幹線の東京（品

川駅）－愛知（名古屋駅）間の整備が進められている．

さらに，2037年には大阪まで延伸される予定である．こ

の整備により，東京－愛知間は約 40 分，東京－大阪間

は約 67 分で結ばれる．航空機による羽田空港－中部国

際空港の飛行時間が約 1時間であることを考えると，航

空機より高速鉄道での移動の方が早くなる．これにより，

首都圏，中京圏，近畿圏は高速鉄道ネットワークにより

強固に結ばれ，巨大な都市圏が形成される．それは，経

済のさらなる発展につながると期待される一方，航空か

らリニアへの転換による航空利用者の減少が懸念され，

また，三大都市圏への人口集中がさらに進み，地方都市

はますます衰退することが懸念される． 

片岡ら 1)は，マクロ計量経済モデル（MasRAC）を用

いて，リニア中央新幹線整備が国土全体の立地分布に与

える影響を分析している．そこでは，リニア中央新幹線

整備により関東地域の人口が減少する一方，東海地方と

近畿地方で人口が増加し，三大都市圏以外の地方部は人

口の減少する結果が示されている． 

奥田 2)は，産業集積を考慮した新経済地理モデルを用

いて，リニア中央新幹線の開通に伴い，人々の移動時間

が劇的に短縮されることによる各産業の生産変化を分析

している．それらは人口分布の変化ではないものの，集

積の経済を考慮したためか，片岡ら 1)の結果とは異なり，

基礎素材型産業，加工組立型産業，生活関連型産業，商

業では中部，関西だけでなく，関東の生産も増加する結

果になっている． 

このように，リニア中央新幹線整備による立地分布や

産業の生産分布の変化については様々な研究が存在する．

そこでは，三大都市圏の人口分布変化等は異なる結果に

なっているものの，三大都市圏以外については総じて人

口が減少し，衰退の加速する可能性が示されている． 

このような地方部の衰退に対し，先の片岡ら 1)の研究

では，全国新幹線鉄道整備法に基づく新幹線の全国整備
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による対応を提案している．そこでは，山陰新幹線や四

国新幹線の整備により，三大都市圏以外の地方の人口が

増加する結果が得られるとし，地方部での整備新幹線等

の整備の重要性を示している．ただし，そこでは便益の

計測はなされておらず，新幹線整備の財源負担まで考慮

に入れた場合，全国新幹線整備が社会厚生を上昇させる

のかは定かでない． 

リニア中央新幹線は，他の交通機関へも大きな影響を

与える．山口，山崎 3)は，リニア中央新幹線整備が現行

の新幹線および航空にもたらす影響を分析している．そ

の結果，リニア中央新幹線整備により，現行の新幹線の

輸送量はリニア中央新幹線へ転換するため減少し，航空

の輸送量も同様の理由で減少することを示している．特

に航空は，近畿圏，中国地方でより多く減少する結果に

なっている． 

山口，山崎 3)では，航空からリニア中央新幹線への転

換量は推計されているものの，それが航空市場にもたら

す影響までは評価されていない．例えば，リニア中央新

幹線への転換により，羽田空港と近畿，中国地方間の航

空需要が減少する．その場合，羽田空港の発着枠に余裕

ができる．その発着枠を地方への航空に配分すれば，地

方部の交通利便性が向上する．そして，これはリニア中

央新幹線への転換によって余裕のできた発着枠を利用す

るものであるため，基本的に追加費用を発生させずに地

方への交通利便性向上につなげられる可能性がある．こ

の点が，片岡ら 1)の全国新幹線整備の提案と異なる点で

ある． 

そこで本研究では，武藤ら 4)あるいは武藤ら 5)が開発

し，リニア中央新幹線整備の計量厚生分析へも適用して

いる交通生産内生型 SCGE（Spacial Computable General 

Equilibrium）モデルを用いて，まずリニア中央新幹線の

開通によって航空からどれだけの利用者がリニア中央新

幹線へ転換するのか，その結果，航空市場にどのような

影響がもたらされるのかを明らかにする．次に．その航

空市場への影響を踏まえ，リニア中央新幹線沿線以外の

地方への交通利便性の向上について，航空を利用して実

現できないかを検討する．  

以下，2. では，SCGEモデルについて説明し，3. では

推計の概要について説明する．4. ではリニア中央新幹線

開業の厚生分析の結果について示し， 5. では 4. で示し

た結果をふまえ，航空市場および空港施設市場に着目し

た分析を行う． 

 

 

2. 空間的応用一般均衡（SCGE）モデル 

 

(1) SCGEモデルの概要 

SCGE モデルは，複数の地域から構成される社会経済

を対象とする．各地域には，代表家計，m財を生産する

m企業，財や人を輸送する運輸企業，政府，投資部門が

存在する．また，国外には海外部門が存在する．代表家

計はその地域全体の家計消費を決定する仮想主体のこと

である．家計は，生産要素である労働と資本を企業に提

供することで所得を得て，財・サービスを消費する．企

業は，生産要素（労働・資本），中間財を投入して財・

サービスを生産する．本 SCGEモデルでは，運輸を旅客

運輸と貨物運輸に分割しており，さらに，旅客運輸を鉄

道旅客，道路旅客（バス，タクシーなど），自家旅客，

航空に分割し，貨物運輸を鉄道貨物，道路貨物，自家貨

物，水運に分割している．さらに，ここでは空港施設企

業も考慮する．空港施設企業は，資本として空港施設資

本を投入し，空港施設利用サービスを提供する． 

企業と家計の他に，政府，投資，海外部門が考慮され

る．政府と投資部門は各地域に存在し，海外部門は国外

に存在する．政府は，企業と家計から税を徴収し，公共

サービスを提供する．投資部門は，公的投資部門と民間

投資部門からなる．海外部門との貿易は，企業の生産し

た財が輸出財と国内財に分けられ，その国内財と輸入財

を合わせた国内供給財を国内の経済主体が需要するとし

て考慮される． 

以下では SCGE モデルの構造を簡単に説明する．本

SCGEモデルは，武藤ら 4)あるいは武藤ら 5)に基づくもの

である．定式化の詳細はそれらを参照されたい．また，

CGE モデルを含む SCGE モデルの発展経緯などは，

Robson et al.6)が参考になる． 

 

(2) SCGEモデルの構造 

a) 家計の消費行動モデル 

 地域 jに居住する家計の消費行動モデルを図-1に示し

た．まず家計は，総利用可能時間に賃金率を乗じて得ら

れる時間所得，企業に資本を提供して得られる資本所得

等により構成される総所得を得る．その際，地域ごとに

所得税率が設定されているものとし，それぞれ所得税額

が差し引かれる．さらに，一人あたり貯蓄を固定とした

上で地域別に決定される貯蓄額も差し引かれる．これに

より家計の可処分所得が得られる． 

 本 SCGEモデルの家計所得には，時間所得が用いられ

ている．通常，労働所得が用いられる場合が多い．ここ

では，時間所得を用いたことにより，家計は余暇時間や

旅客交通時間といった時間も消費することが考慮できる．

また，時間制約条件を明示化していないものの，家計は

総利用可能時間から得た時間所得を，労働と余暇，旅客

交通時間の消費に充てるとされることから，実質的には

時間制約が考慮されているといえる． 

 次に，家計の可処分所得から決定される効用水準に対

し，合成消費財と余暇の消費量を決定する．このうち合
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成消費財に対しては，どの地域からどの n財を消費する

か決定する．  

b) 企業の生産行動モデル 

地域 jで m財を生産する企業の生産行動モデルを図-2

に示した．m企業は，まず合成中間財と合成生産要素を

投入してm財を生産する．このうち合成中間財に対して

は，どの地域から投入するのか，すなわち交易量を決定

する．さらに，どの n財を投入するか決定する．合成中

間財 nには交通サービスが含まれており，この合成中間

財 nに対し中間財 nと交通サービスの投入量を決定する．

一方，合成生産要素に対しては，労働と資本の投入量を

決定する． 

 これらは，生産関数を Barro型 CES関数で特定化し，

一定の生産水準に保つことを制約条件とした費用最小化

問題により定式化される．  

c) 運輸企業の生産行動モデル 

 運輸企業の行動モデルは，細部で違いがあるものの，

大枠では，企業の生産行動モデルと同じである．したが

って，その定式化は省略する． 

d) その他経済主体の行動モデル 

 続いて，政府，公的投資部門，民間投資部門の行動に

ついて説明する．まず，政府は家計の所得税支払いと企

業の純間接税支払いからなる税収を得る．その一部を公

的投資に回し，残りを政府消費に充てて公共サービスを

提供する．政府の消費部門が決定する n財消費量は，政

府消費に充てられる税収に対し，一定比率で支出される

 

図-1 家計の消費行動モデルツリー 

 

図-2 企業の生産行動モデルツリー 
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ものとする．また，公的投資部門は，公的投資に回され

た財源を公的投資需要に充てることにより，公共事業を

実行する．公的投資部門の n財消費量も公的投資の財源

に対して一定比率で支出されるものとする．  

 民間投資部門は，家計貯蓄と移輸入出の差から求めら

れる域外貯蓄を財源として，それらを民間投資需要に充

てることにより民間投資を実行する．民間投資部門の n

財投資需要量も，投資額に対して一定比率で支出される

ものとする． 

e) 航空市場および空港施設市場への影響 

 本研究の SCGEモデルでは，旅客運輸サービスにおい

て，鉄道旅客，道路旅客（バス，タクシー），自家旅客

に加えて航空を考慮している．したがって，リニア中央

新幹線の整備によって，道路旅客，自家旅客，航空から

鉄道への転換が生じることが評価できる． 

 この中で，本研究では航空への影響に着目する．リニ

ア中央新幹線の整備によって，航空から鉄道へ転換する

ため航空利用者数は減少する．それは，航空便数も減少

させ，さらに空港施設サービス消費も減少させる．こう

した影響が，市場を介してどのような波及的影響をもた

らすのかを明らかにすることが重要である． 

 本研究では，空港施設企業を明示的に考慮する．この

空港施設企業も，基本的には他の企業と同様の生産行動

を行うとする．ただし，資本に関しては，空港施設資本

を他の企業の投入する資本とは別に，新たに考慮するこ

とにし，その空港施設資本を投入するものとした．その

結果，航空利用の減少による空港施設サービス消費の減

少が，空港施設資本市場に与える影響が考慮できる．な

お，その詳細は後述する．  

 

 

3. 推計の概要 

 

(1) 対象地域およびケース設定 

経済効果を推計するにあたり，全国を 9ゾーンに分割

した．ゾーン区分を表-1に示す． 

ケースとして東京－大阪間の開業を想定し，神奈川県

駅，山梨県駅，長野県，岐阜県駅の 4つの駅を中間駅と

して想定した． 

 

(2) 評価手順 

 評価手順は以下の通りである． 

i) ArcGIS を用いて日本全国の交通ネットワークを作

成し最短経路探索を行うことで，リニア中央新幹

線が整備された状態とリニア中央新幹線が整備さ

れていない状態の各交通機関別ゾーン間所要時間

を求める．最短経路探索により求められたリニア

中央新幹線整備の有無による鉄道の所要時間変化

を表-2に示す． 

ii) 貨物地域流動調査 7)，旅客流動調査 8)の ODデータ

を準備する．ⅰ)で得られるゾーン間所要時間データ

と旅客ODデータを乗じることにより旅客交通時間

が求められる．  

iii) 整備の有無による所要時間変化をインプットデー

表-2 ゾーン間の所要時間変化率 

 

表-1 ゾーン区分 

 

北海道・東北
北海道・青森県・岩手県・宮城県

秋田県・山形県・福島県

関東
茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県

東京都・神奈川県・山梨県

北陸信越 新潟県・富山県・石川県・福井県・長野県

東海 岐阜県・静岡県・愛知県・三重県

近畿
滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県

和歌山県

山陰 鳥取県・島根県

山陽 岡山県・広島県・山口県

四国 徳島県・香川県・愛媛県・高知県

九州
福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・大分県

宮崎県・鹿児島県・沖縄県
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タとし，産業連関表をもとにキャリブレーション

手法を用いて効用関数，生産関数および運輸消費

行動モデルのパラメータ推定を行う．なお，代替

弾力性パラメータについては外生的に与える必要

があり，旅客運輸の代替弾力性パラメータは2とし

た．これは，山口・山崎 3)により示された航空シェ

アの減少を再現するよう設定している．その他の

代替弾力性パラメータについては標準的なコブ・

ダグラス型関数に近い 0.9とした． 

iv) 推定したパラメータを基にシミュレーション分析

を行い，便益を算出するとともに鉄道旅客交通量

変化，航空利用量変化，産業別生産額変化，域内

総生産額変化を示す． 

 

 

 

図-4 鉄道総旅客の目的地別交通量変化 

 

図-5 航空旅客の目的地別交通量変化 

 

図-6 地域別産業別実質域内総生産額（GRP）の変化 
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図-3 地域帰着便益 
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4. リニア中央新幹線整備の分析結果と考察 

 

リニア中央新幹線の東京－大阪間が整備された場合の

地域帰着便益を厚生分析に基づき算出した．結果を図-3

に示す．棒グラフ（青）は帰着便益，棒グラフ（緑）は

時間短縮便益，折れ線グラフは家計一人あたりの便益を

表す．なお，帰着便益，時間短縮便益の単位は「百万円

/年」，一人あたり便益の単位は「円/年」である．時間

短縮便益は OD交通量とゾーン間所要時間変化に費用便

益分析マニュアル 9)に基づく時間価値（37.4円/分）を乗

じたものであり，参考までに図中に示す． 

図-3から，関東，東海，近畿で時間短縮便益および帰

着便益が大きい結果となり，三大都市圏で特に便益が発

生することが分かる．計量厚生分析の結果から，年間便

益が 4,099億円，社会的割引率を 4%として現在価値換算

した 50年間の総便益は 9.21兆円との結果になった． 

次に，鉄道総旅客交通の目的地別交通量変化を図-4，

鉄道総旅客交通の目的地別交通量変化を図-5，地域別産

業別実質域内総生産額（GRP：Gross Regional Product）の

変化を図-6に示す．図-4，図-5に関して，横軸は発地を

表し，棒グラフが目的地別の交通量変化を表している．

縦軸の単位は「百万円/年」である．図-4 より，関東か

ら東海，近畿，近畿から関東，東海への増加もみられ，

三大都市圏で鉄道旅客交通量が増加することがわかる．

図-5より，リニア中央新幹線の開業に伴い，関東から近

畿，近畿から関東への航空旅客が特に減少していること

がわかる．図-6に関して，横軸は部門を表し，棒グラフ

は GRP の変化を示す．縦軸の単位は「億/年」である．

製造業，商業をはじめ，2 次産業，3 次産業での生産額

の増加がみられる．特に関東，東海，近畿での増加が大

きい． 

シミュレーション分析を行った結果から航空生産量の

変化を抽出する（表-2）．航空生産量変化をその地域に

おける航空輸送人員の変化と捉える．そして，平成 27

年度の航空旅客輸送人員のデータ 10)から，航空輸送人員

の変化および航空便数の変化を算出した．その結果，航

空輸送人員は年間で138万人減少し，航空便数は5,754便

減少することを示した．地域ごとの結果を表-2に示す．

なお，航空機 1便あたり 240席とする． 

 

 

5.  航空市場および空港施設市場への影響 

 

(1) 空港施設市場の考慮 

 リニア中央新幹線により，東京－大阪間を中心に，航

空利用者が減少すると予想される．これに伴い空港の施

設利用者が減少することになる．これは，空港という施

設サービス市場において，需要関数が下方にシフトする

ことを意味する．その結果，空港施設サービス価格，す

なわち空港施設使用料が低下する．概略図を図-7に示す． 

 これは，空港施設を運営する空港会社にとっては収入

が減少するということで大きな問題である．しかし，航

空サービス産業にとっては，より安い費用で航空サービ

スを提供できるようになるというメリットがある．これ

は，航空サービス価格が低下することを意味し，航空利

用者にとってはメリットになる． 

 以上より，リニア中央新幹線整備は，航空サービス産

業には航空利用者の減少という影響をもたらすものの，

表-2 航空生産量，輸送人員および航空便数の変化 

 

 

 

図-7 空港施設市場を考慮したメカニズム 

北海道・東北 関東 北陸信越 東海 近畿 山陰 山陽 四国 九州 合計 単位

航空旅客輸送人員

（平成27年度）
14431 32831 1497 3147 11233 930 2288 3197 26510 96063 （1000人/年）

航空生産量変化 -0.467% -2.398% -0.222% -0.447% -3.164% -0.035% -0.620% -0.870% -0.419%

輸送人員の変化 -67 -787 -3 -14 -355 0 -14 -28 -111 -1381 （1000人/年）

便数の変化 -281 -3281 -14 -59 -1481 -1 -59 -116 -463 -5754 （便/年）

航空サービス市場 空港施設市場

供給

需要

生産量

価格

生産量

価格 供給

需要

滑走路などの
減少

（航空サービス生産費用）

航空会社

空港施設使用料を負担
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一方で，それは最終的には航空サービス価格低下を通じ

て，消費者に経済波及的効果をもたらす可能性がある．

この効果をSCGEモデルにより計測する． 

 

(2) 航空に着目した分析の結果と考察 

 空港施設市場を考慮した SCGEモデルを用いて，航空

サービス価格が低下した際に消費者にもたらされる経済

波及的効果を厚生分析に基づき算出した．空港施設市場

を考慮した厚生分析の結果，地域帰着便益は年間で 4.9

億円となった．地域別帰着便益を図-8，地域別産業別実

質域内総生産変化を図-9に示す．図-8より，空港施設市

場が考慮され，リニア中央新幹線の開業に伴い航空サー

ビス価格が低下することで，北海道・東北，近畿，九州

で便益が得られる結果となった．一方で関東・東海・山

陰・山陽では便益が減少する結果となった．理由として，

空港施設市場が考慮された際の航空の目的地別交通量が，

図-10 のとおり，北海道・東北，近畿，九州で増加して

いることが挙げられる．また，図-9からは関東の不動産

業の GRP 変化がマイナスになっている．これが，関東

の便益がマイナスになった要因ではないかと考えられる． 

 これを見ると，必ずしも航空市場への影響が，山陰や

四国などリニア沿線外の地域に直接的な効果をもたらす

わけではないことがわかる．国土計画上の観点から，山

陰や四国などへの効果も発現されるべきとの判断がなさ

れるならば，別途，地域活性化策などを実行し，交通利

便性の向上した空路を利用した航空利用者の増加を考え

る必要がある．その具体的な地域活性化策の検討につい

ては今後の課題にしたい． 

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，交通生産内生型 SCGEモデルを用いて，

東京－大阪間のリニア中央新幹線開業に伴う経済波及的

効果を定量的に分析した．リニア中央新幹線の開業は，

他の交通機関にも影響を与える．ここでは，特に航空に

与える影響を考察し，空港施設を内生化したモデルを用

いた分析も行った． 

その結果，リニア中央新幹線の整備によって，航空か

ら鉄道への転換が生じ，航空利用者数は減少する．それ

 

図-9 地域別産業別実質域内総生産額の変化（空港施設市場） 

 

図-10 航空旅客の目的地別交通量変化（空港施設市場） 

 

図-8 地域帰着便益（空港施設市場） 
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は，航空便数も減少させ，さらに空港施設サービス消費

も減少させる．これは，航空企業，空港施設企業にとっ

ては，収益の減少をもたらすため良い影響ではない．し

かし，空港施設サービス消費の減少が，空港施設資本市

場において価格の低下，すなわち空港施設使用料の低下

をもたらし，それが利用者に便益をもたらすことが示さ

れた．ただし，その額は，リニア中央新幹線の東京－大

阪間の整備よって 4,099億円/年ほどとなることに対し，

4.9 億円/年程度のものになった．それほど大きな効果で

はないものの，航空市場を介した波及的便益の生じるこ

とが示せたことが本研究の成果といえる． 

今後は，家計の立地選択の内生化を行うこと，航空市

場への影響を活用することにより，リニア中央新幹線沿

線外の地方への活性化策を検討することが課題である． 
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